




戦略本部の機能

•全国展開を見据えたモデルプロジェクトの拠点

• 徳島県を実証フィールドとしたモデルプロジェクトを
引き続き実施

• 【例】見守りネットワークの効果分析 等

•消費者政策の研究拠点

• 消費者政策の中核的な役割を果たす研究部門と
して、学術機関・関係学会等と連携しながら、研究
を行う

• 【例】認知症と消費者被害に関する研究 等

•新たな国際業務の拠点

• 新たに必要性が高まっている国際業務（国際
交流・国際共同研究等）を行う

• 【例】国際シンポジウムの開催 等

戦略本部の体制

• 参事官に代わって現地を総括する戦略本部
の次長として審議官を置くことを検討

• 機能の充実に併せて規模の拡大を目指す

• 消費者庁、地方公共団体、企業、学術機関も含め
た多様な人材構成とし、人材交流・人材育成の拠
点としても位置付け

消費者庁新未来創造戦略本部の設置

令和２年度予算・機構定員要求への反映

概算要求

•国際研究機能・実証プロジェクトの充実 2.4億円

•国民生活センター関連経費 0.3億円

•人件費・調査員手当等事務費 3.1億円

機構定員要求

•審議官（徳島）の新設

•定員20名程度（新規要求9名）




